
防災・減災対策、地域の活力や安心な暮らしを

支える社会基盤整備に係る予算確保について

【担当省庁】内閣府、総務省、農林水産省、国土交通省

頻発する災害の教訓を踏まえた防災・減災対策、京都の将来成長戦

略を見据えた物流・人流・まちづくりを支える基盤整備、安心な暮ら

しを支える環境整備等に向け、社会基盤整備について十分かつ安定的

に予算を確保いただきたい。

〔防災・減災対策〕

京都府および管内市町村の国土強靭化地域計画に位置付けた対策を

推進するため、防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策に必

要な予算を十分確保いただくとともに、令和３年度以降も別枠措置の

継続等により、予算を安定的に確保いただきたい。

また、国土強靱化に資する対策を円滑に進められるよう、防災・減

災対策に活用できる起債制度の期限延長及び対象事業の拡大をしてい

ただきたい。

〔アセットマネジメント〕

点検により判明したインフラ老朽化の実態を踏まえ、今後５年間で

予防保全措置を中心とした効率的なメンテナンス・サイクルに移行す

るため、「要対策」と判定されたインフラの補修等を集中的に実施す

るための別枠確保による財政支援とともに、公共施設等適正管理推進

事業債の交付税措置率等の引上げをお願いしたい。

【現状・課題等】

・平成 30 年７月豪雨、令和元年台風 19 号等、頻発化、激甚化する災害に対する事

前防災としての河川整備、土砂災害対策、災害時の避難路や高速道路の４車線化、

ミッシングリンクの解消等によるネットワークの代替性確保など、国土強靱化対

策の強力かつ継続的な推進が必要

・地方が防災・減災対策事業に活用できる地方債の制度は、３か年緊急対策の最終

年度である令和２年度が期限となっているが、災害に屈しない国土づくりの推進

に向け、継続的かつ安定的に防災・減災対策を進めるためには、制度の恒久化、

制度対象事業の拡大等の措置が必要

・法定点検となった橋梁等では、平成 30 年度で１巡目点検を完了したが、要対策約

160 橋の補修工事費の確保が課題
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■京都府国土強靱化地域計画（H28.11 策定）における施策の進捗状況
計画に掲載した事業（総事業費10億円を超える事業）の進捗状況は次のとおり。継続
的、安定的な国土強靱化対策の予算確保が必要

掲載事業箇所数 64 箇所 うち完了４箇所、事業中 57 箇所、未着手３箇所

■起債制度の期限延長が求められるもの
防災・減災対策に活用できる以下の地方債制度はいずれも令和２年度までの期限とさ
れているが、国土強靱化対策の継続的な推進に当たっては期限延長が必要

種 類 令和元年度計画額 地方財政措置 現在の制度期限
防災・減災・国土強 6,084 億円 充当率：100 ％ 令和２年度
靱化緊急対策事業債 交付税措置率：50%
緊急自然災害防止対 3,000 億円 充当率：100 ％ 令和２年度
策事業債 交付税措置率：70%
緊急防災・減災事業 5,000 億円 充当率：100 ％ 令和２年度
債 交付税措置率：70%

■緊急自然災害防止対策事業債の対象事業の拡大が求められるもの

３か年緊急対策における防災・安全交付金の対象事業と同様に、単独費で実施する河川内の樹木

伐採・掘削等の流下能力向上に有効な事業を、本制度の対象事業としていただきたい。

■緊急防災・減災事業債の対象事業の拡大が求められるもの

近年の豪雨災害の状況を踏まえ、津波浸水想定区域に加え、河川氾濫等浸水想定区域や土砂

災害警戒区域等における災害対策の拠点となる施設の移転も対象としていただきたい。

■公共施設等適正管理推進事業債の交付税措置率の引き上げが求められるもの
長寿命化事業については、充当率 90%、交付税措置率 30%※であるが、点検に基づ

く適切な補修を早期かつ集中的に実施するため、充当率及び交付税措置率を引き上

げていただきたい。 （※財政力に応じて 30%～ 50%）

■橋梁点検に基づく点検結果及び補修計画

□点検結果（京都市除） 単位：橋梁数 □過去５年の補修実績及び今後５年の補修対象

京都府 市町村

健 Ⅳ 1 (0.1%) 7 (0.1%)

全 Ⅲ 163 (8%) 355 (5%)

性 Ⅱ 1,135 (52%) 4,208 (61%)

Ⅰ 874 (40%) 2,358 (34%)

Ⅳ：緊急措置段階（通行止）

Ⅲ：早期措置段階（要対策）

Ⅱ：予防保全段階

Ⅰ：健全

令和元年 11 月 京都府

今後５年で4.5倍（74億）の集中投資が必要
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